
平成２２年度　政府予算案（大阪府商工労働部関係）の決定内容
平成22年2月22日

大阪府
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	Ⅰ　中小企業施策について

１．中小企業振興対策の強化

◇中小企業信用保証協会の安定した経営基盤の確保

◇責任共有制度の対象外範囲の拡大
◇緊急保証制度の対象業種の適用拡大

◇緊急保証制度の延長措置
　

２．中小企業の経営安定化等の対策強化

◇下請中小企業の振興　など


	１．中小企業振興対策の強化

「景況悪化に対する中小企業資金繰り対策」
　・政府系金融機関のｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ貸付等の万全な実施　

（全）300億円（H21　186億円）

・緊急保証制度等の万全な実施 

　　セーフティネット貸付の積極的活用

（全）14億円（H21　14億円）　

信用保証協会の経営基盤の強化 　　 

　　　（全）42億円（H21　42億円）
【２１年度２次補正予算】
・景気対応緊急保証の創設等 　　　　  (全) 8,641億円
　(ｱ)「景気対応緊急保証」の創設 
・平成22年3月末で期限切れを迎える現行の「緊急保証制度」をその対象業種の指定基準や利用企業の認定基準を改め、例外業種を除いた全業種を対象とする保証制度に変更（平成22年2月15日から平成23年3月末までの時限措置） 

・政府系金融機関ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ貸付の延長・拡充　(全)1,359億円
＜中小企業の経営力の向上＞

　　○下請取引の適正化の推進

(1)　経済産業省（中小企業庁）

（全）7.7億円　（Ｈ２１　7.5億円）

・下請代金支払遅延防止法の厳格な執行のための親事業者に対する書面調査や事情聴取、立入検査の拡充・強化等

・下請かけこみ寺の整備

・インターネット上で受発注事業者間の取引あっせんを行う

　システム（ビジネス・マッチング・ステーション）の運営

(2)　公正取引委員会

（全）90億円　（Ｈ２１　84億円）

・厳正かつ実効性のある独占禁止法の運用

· 中小企業に対する不利益行為の取締り強化等


	（全）192億円

　

（全）39億円

（全）42億円

(1)　経済産業省

（全）7.7億円

(2)　公正取引委員会

（全）90億円
	

	
	
	
	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	３．提案公募事業の重点的採択

◇「ものづくり中小企業製品開発等支援事業」

◇「低炭素社会に向けた技術発掘・社会システム実証モデル事業」

４．知的クラスター創成事業の着実な推進・財源の確保


	◆予算項目以外の状況
◇「ものづくり中小企業製品開発等支援事業」
【２１年度実績】

＜試作品開発等支援＞

　大阪：１３４件採択／全国：２，２８０件採択中

＜実証支援＞

　大阪：８９件採択／全国：７０５件採択中
◇「低炭素社会に向けた技術発掘・社会システム実証モデル事業」

・平成２１年５月に経済産業省へ大阪府が参画する「電気自動車（EV）導入・低炭素化加速実証事業」を応募し、７月に採択。１２月に管理法人との契約が締結され、現在、事業実施中。

知的クラスター創成事業　文部科学省
（全）　79.4億円　≪廃止≫

※知的ｸﾗｽﾀｰ創成事業については「ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ整備事業」内の「地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｸﾗｽﾀｰﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ」として再構築

（全）79.4億円
	地域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｸﾗｽﾀｰﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

(全)120.7億円(▲15億円)

（関西地域（大阪・神戸））

10.2億円
	

	
	
	
	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	Ⅱ　雇用施策

１．緊急的な雇用対策

◇「ふるさと雇用再生特別基金事業」及び「緊急雇用創出事業」の弾力的な運用　など

２．雇用・就労対策の充実

◇若年者雇用支援施策の充実･強化

◇障がい者への雇用対策の強化　

◇「高年齢者就業機会確保事業費等補助金」交付制度の改正　　　

３．勤労者福祉の向上

◇所定外労働時間の削減、賃金不払い残業の解消

◇地域別最低賃金の引上げ

◇派遣労働者の雇用の安定に向けた取組の一層の強化や、法制の整備

◇介護労働者の賃金･労働条件の引き上げ

など 
	　
１．緊急的な雇用対策

◆予算項目以外の状況

　事業費に占める人件費割合や雇用期間など、一部要件緩和
２．雇用･就労対策の充実

◇若者の自立の実現

（全）577億円（Ｈ21　546億円）

　・新卒者支援の強化等

　・｢フリーター等正規雇用プラン」の着実な推進

　・ニート等の若者の職業的自立支援の強化

◇障害者に対する就労支援の推進

（全）252億円（Ｈ21　228億円）

　・雇用･福祉･教育等の連携による地域の就労支援力の強化

　・障害者特性に応じた支援策の充実･強化

　・障害者に対する職業能力開発支援の推進

　・｢工賃倍増５か年計画｣の着実な推進
◇高齢者の多様な働き方に対する支援

（全）149億円（Ｈ21　147億円）

３．勤労者福祉の向上

◇「働き方改革プラン(仮称)｣の推進

（全）30億円（Ｈ21　29億円）

◇改正労働基準法の施行等による長時間労働の抑制

（全）3.1億円（Ｈ21　2.4億円）

◆予算項目以外の状況

　地域別最低賃金(大阪)の引き上げ　748円⇒762円

◇有期契約労働者の雇用管理改善と正社員転換の促進等

（全）21億円（Ｈ21　21億円）

◇派遣労働者等の雇用の安定の確保等

（全）66億円（Ｈ21　103億円）

◆予算項目以外の状況

　国において、労働者派遣法改正案を検討中（製造業派遣の原則禁止など）

◇介護労働者等の確保・定着

（全）264億円（Ｈ21　216億円）
	※21年度２次補正予算

　緊急雇用創造の拡充

（全）１,５００億円

（全）443億円

（全）230億円

（全）125億円

◇労働時間等の見直しに向けた取組の促進
（全）１６億円

（全）2.4億円

◇最低賃金の引き上げに向けた検討〔新規〕

（全）１億円

（全）13億円

（全）57億円
（全）248億円
	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	４．職業能力開発制度の充実

◇訓練手当の支給要件の弾力的運用　など

５. 職業能力開発促進センター（ポリテクセンター）の移管

６．あいりん地域対策の強化

◇日雇労働者の雇用環境等の改善　など
７．ホームレスの人等の就労自立支援等


	４．職業能力開発制度の充実

◇介護･福祉、医療、情報通信等の分野における能力開発の推進

（全）45５億円（Ｈ21　335億円）

◆予算項目以外の状況

　訓練手当の弾力的運用について、厚生労働省と協議。「訓練手当」については、全国一律基準の下で支給する必要があるとの回答。

５．職業能力開発促進センター（ポリテクセンター）の移管

◆予算項目以外の状況

　厚生労働省能力開発局に対して、「地方に移管しやすい環境」整備を行うとした平成20年12月の閣議決定を尊重するよう要請。現在、国において、移管に向けた条件整備等について検討中。

６．あいりん地域対策の強化

◆予算項目以外の状況
 あいりん地域における就労経路の適正化の強化について、あいりん労働公共職業安定所において、地域で求人活動を行なう事業所に対して、関係法令の遵守について、啓発活動を実施

７．ホームレスの人等の就労自立支援等

◇ホームレス自立支援の推進

（全）72億円（Ｈ21　31億円）


	（全）405億円

※21年度２次補正予算

「住まい対策」の拡充の一部

（全）700億円
	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース




























































1　／　4

